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就業達成度について

人口減少下での新しい成長を可能とする、快適な就業環境（創業やＮＰＯ活動
等を含む。）の整備の達成度合いを自治体ごとに可視化し、かかる就業環境の整
備に向けた自治体の努力を促進し、もって、地域経済の活性化を図る。

① 人口減少下での新しい成長を可能とする、快適な就業環境を構成する複数の
側面を設定し、各側面について統計的な評価を実施する（就業充実度評価）。

② 就業充実度評価については、施策の「効果」の可視化に力点を置き、活用す
る指標については、可能な限り、アウトカムな変化度を採用する。

③ 就業充実度の各側面について、統計的な評価に加え、住民の主観的な満足度
についても、アンケートにより、評価を実施する（就業満足度評価）。

④ 就業達成度の向上に向けた施策の実施主体、統計の整備状況等を踏まえ、評
価は都道府県単位に実施する。

⑤ 就業充実度及び就業満足度における各側面の評価については、合成して１つ
の指標とはしない。

１ 就業達成度設定の目的

２ 就業達成度設定に当たっての基本的考え方
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① 人口減少下での新しい成長を可能とする、快適な就業環境に必要な側面及び
当該側面の度合いを測定する指標を以下のように設定する。

[就業に関連して、就業者が得る充実度合い等を表す側面]

側面１ 就業を通じた経済面のゆとり確保の側面

指標：賃金の上昇度、県民所得の上昇度、消費者物価指数 等

側面２ 就業に当たっての精神面・体力面のゆとり確保の側面

指標：実労働時間数の下降度、通勤時間１時間未満世帯比率、人口１人当
たりの居住室の畳数 等

[就業の場の整備に関する充実度合いを表す側面 ］

側面３ 生活充実型サービス業を含めた幅広い就業の場の整備の側面
指標：有効求人倍率の上昇度、産業・職業構成の多様化指数の上昇度、労

働力人口千人当たりの開業件数及びＮＰＯ数の上昇度 等

側面４ 生産性の高い就業の場の整備の側面
指標：製造業における労働生産性の上昇度、サービス業における労働生産

性の上昇度、労働力人口に占める研究開発従業者割合の上昇度 等

３ 就業充実度の設定
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[就業者の確保に関する充実度合いを表す側面]

側面５ 潜在的労働力の顕在化の側面

指標：女性・若年労働者・高齢者の就業率の上昇度、育児支援施設数 等

側面６ 労働力の能力向上（人材育成）を図る各種システムの整備の側面

指標：学業以外の学習・研究時間、工業高校・高等専門学校・公共職業訓

練施設数 等

側面７ 労働力を就業に結びつける各種システムの整備の側面

指標：転職者就職率の上昇度、工業高校・高等専門学校等卒業生の域内

定着率の上昇度 等

② 各側面ごとに、充実度を示す評価値を算定、レーダーチャートに整理する。
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支援システム

人口減少下

潜在的労働力
顕在化 顕在化

製造業 事業充実型サービス業 生活充実型サービス業 ＮＧＯ・・ ・・

幅広い就業の場＝職業・職種の選択肢の豊富さ（側面３）

労働生産性の高い就業の場（側面４）

労働力

支援システム能力向上（人
材育成）支援
システム

就職支援
システムサポート

経済的ゆとり・満足度 精神面・体力面のゆとり・満足度

側面１ 側面２

サポート サポート

サポート

側面６

側面５女性 高齢者 若年者

快適な就業環境

成長 成長
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① 就業充実度の算定に用いた各側面に各々関連する以下の側面について、「満
足」、「どちらかといえば満足」、「どちらともいえない」、「どちらかといえ
ば不満足」、「不満足」の５段階の選択肢からなる、アンケート調査を実施する。

側面１ 働くことによって、経済面のゆとりが確保できる地域かどうか。

側面２ 働く際に、精神面・体力面のゆとりが確保できる地域かどうか。

側面３ ＮＰＯなども含め、幅広い分野で活躍できる場が十分にある地域か

どうか。

側面４ 情報機器など設備が整い、研究開発も盛んで、生産性の向上が盛んな

地域かどうか。

側面５ 老若男女すべての人が、いきいきと働いている地域かどうか。

側面６ 自己実現のための能力向上を支える仕組みが地域に整っているかど

うか。

側面７ 働きたい人、働ける人の活躍を支える仕組みが地域に整っているか

どうか。

② 各側面ごとに、満足度を示す評価値を算定、レーダーチャートに整理し、就
業充実度のレーダーチャートに重ね表示。

４ 就業満足度の設定
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側面１：経済的ゆとり

側面２：精神

面等のゆとり

側面３：
幅広い就業
の場

側面４：労働生産性
側面５：潜在的労
働力の顕在化

側面７： 就
職支援シス
テム

就業達成度のアウトプットのイメージ

就業充実度

就業満足度

[Ａ県] [Ｂ県]

側面６：

能力向上支
援システム

側面２：精神

面等のゆとり

側面３：
幅広い就業
の場

側面４：労働生産性
側面５：潜在的労
働力の顕在化

側面７： 就
職支援シス
テム

側面１：経済的ゆとり

側面６：

能力向上支
援システム



第３ 地域・中小企業の活性化（地域活性化戦略）
１．地域経営の活性化
（８）新しい政策目標指標の設定 －「就業達成度」－

地域経済産業政策の遂行に当たっては、良質な就業機会に恵まれることも重要であることから、
就業率（65歳以上の高齢者も含めた就業率）に加え、例えば、就業満足度、生活環境等を加味す
ることを検討し、これらを総合して「就業達成度」として政策遂行の指標とし、地域の活性化を図る。

第３ 地域・中小企業の活性化（地域活性化戦略）
１．地域経営の活性化
（８）新しい政策目標指標の設定 －「就業達成度」－

地域経済産業政策の遂行に当たっては、良質な就業機会に恵まれることも重要であることから、
就業率（65歳以上の高齢者も含めた就業率）に加え、例えば、就業満足度、生活環境等を加味す
ることを検討し、これらを総合して「就業達成度」として政策遂行の指標とし、地域の活性化を図る。

第２章 成長力・競争力を強化する取組
１．経済成長戦略大綱の推進による成長力の強化

（３）地域・中小企業の活性化（地域活性化戦略）

①地域経営の活性化
・経済的社会的まとまりをもつ地域を単位とした総合的支援により活性化を図る。

就業率や就業満足度等を総合して「就業達成度」として政策遂行の指標とする。

第２章 成長力・競争力を強化する取組
１．経済成長戦略大綱の推進による成長力の強化

（３）地域・中小企業の活性化（地域活性化戦略）

①地域経営の活性化
・経済的社会的まとまりをもつ地域を単位とした総合的支援により活性化を図る。

就業率や就業満足度等を総合して「就業達成度」として政策遂行の指標とする。

審議会答申等審議会答申等①①

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成１８年７月７日、閣議決定）「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成１８年７月７日、閣議決定）

経済成長戦略大綱」（平成１８年７月６日、財政・経済一体改革会議決定）経済成長戦略大綱」（平成１８年７月６日、財政・経済一体改革会議決定）
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第３章 地域経済の活性化（地域活性化戦略）
第１節 地域活性化のための政策

2． 新しい政策目標指標 － 「就業達成度」
県民所得を比較すると、第一位の東京都と最下位の鳥取県では33倍の格差がある。東京都

が日本でも最も豊かな自治体かと言えばそうではなく、旧経済企画庁の新国民生活指標に基
づき、富山県が日本一豊かな県とされたこともある。

大都市と地方では、不動産価格等に差があり、住宅の広さや価値、職場までの通勤時間など
住民の実質的な生活水準は、所得額だけでは対比できない。また、人間の満足度は、良い環境
の下では働きがいのある仕事や社会から評価される仕事に就くことからも得られる。良質な雇用
機会に恵まれることも地域の活性化の指標とすることが重要である。具体的には、就業率（65 
歳以上の高齢者も含めた就業率。以下同じ。）に加え、就業満足度等を加味し、これらを総合し
て「就業達成度」として指標化し、前年からの改善度や他地域との差を地域活性化の目標とす
ることが考えられる。

地方自治体の地域の「就業達成度」を物差しとして地域間競争をすることになれば、地域活性
化に新しい発想が生まれる。大企業の工場を誘致し、所得の大きな雇用を拡大することだけが
地域振興ではない。所得が少なくても、恵まれた自然環境のもとで働きがいのある仕事を開拓
することも、地域振興である。こういう発想に立てば、一次産業などの地域産業の雇用も、大企
業の雇用と同じ価値を持ち、自治体の地域産業振興の対象は、企業だけではなく、ボランティア
団体、NPO等もその対象となる。地域産業の雇用は、都会に出た若者が実質的な豊かさを求め
てふる里に戻って来るきっかけとなる。正規労働ばかりでなく、高齢者、専業主婦及び学生を含
む地域住民のパート労働力やボランティア活動も重要な経済活動である。これらの人々が経済
活動に様々な形で参画することが、地域振興になる。地域に存在する多様な資源に新たな光を
あてて地域社会に根ざした働きがいのある仕事を創出することを地域活性化の基本的な目標と
することが重要である。

第３章 地域経済の活性化（地域活性化戦略）
第１節 地域活性化のための政策

2． 新しい政策目標指標 － 「就業達成度」
県民所得を比較すると、第一位の東京都と最下位の鳥取県では33倍の格差がある。東京都

が日本でも最も豊かな自治体かと言えばそうではなく、旧経済企画庁の新国民生活指標に基
づき、富山県が日本一豊かな県とされたこともある。

大都市と地方では、不動産価格等に差があり、住宅の広さや価値、職場までの通勤時間など
住民の実質的な生活水準は、所得額だけでは対比できない。また、人間の満足度は、良い環境
の下では働きがいのある仕事や社会から評価される仕事に就くことからも得られる。良質な雇用
機会に恵まれることも地域の活性化の指標とすることが重要である。具体的には、就業率（65 
歳以上の高齢者も含めた就業率。以下同じ。）に加え、就業満足度等を加味し、これらを総合し
て「就業達成度」として指標化し、前年からの改善度や他地域との差を地域活性化の目標とす
ることが考えられる。

地方自治体の地域の「就業達成度」を物差しとして地域間競争をすることになれば、地域活性
化に新しい発想が生まれる。大企業の工場を誘致し、所得の大きな雇用を拡大することだけが
地域振興ではない。所得が少なくても、恵まれた自然環境のもとで働きがいのある仕事を開拓
することも、地域振興である。こういう発想に立てば、一次産業などの地域産業の雇用も、大企
業の雇用と同じ価値を持ち、自治体の地域産業振興の対象は、企業だけではなく、ボランティア
団体、NPO等もその対象となる。地域産業の雇用は、都会に出た若者が実質的な豊かさを求め
てふる里に戻って来るきっかけとなる。正規労働ばかりでなく、高齢者、専業主婦及び学生を含
む地域住民のパート労働力やボランティア活動も重要な経済活動である。これらの人々が経済
活動に様々な形で参画することが、地域振興になる。地域に存在する多様な資源に新たな光を
あてて地域社会に根ざした働きがいのある仕事を創出することを地域活性化の基本的な目標と
することが重要である。

審議会答申等審議会答申等②②

「新経済成長戦略」（平成１８年６月９日、産業構造審議会とりまとめ）「新経済成長戦略」（平成１８年６月９日、産業構造審議会とりまとめ）
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２．今後の地域活性化策
（１）政策の進め方

②新しい政策目標指標－ 「就業達成度」
今後、複数市町村圏単位で経済発展を図っていく上で、各地域における総生産額だけでなく、

以下に定義する「就業達成度」も指標に加えて、これらを複数市町村圏単位で検証することが必
要である。

大都市と地方では、不動産取得価格等のストック値にも差があり、住民の実質的な生活水準
は、フローの生産額、所得額だけでは対比できない。しかも、人間の満足度は、金銭的な所得を
得ることだけでなく、良い環境の下で働きがいのある仕事をすることや社会から評価される仕事
に就くことなどによっても達成される。良質な雇用機会に恵まれることを地域の活性化と捉えるこ
とが重要である。このため、就業率（６５歳以上の高齢者も含めた就業率。以下同じ。）に加え、
就業満足度をＤＩ値手法により指標化し、これらを総合して「就業達成度」として把握し、前年か
らの改善度や他地域との差を地域活性化の目標とするものである。（資料１５参照）

地方自治体の首長が地域の「就業達成度」を物差しとして地域間競争をすることになれば、地
域活性化に新しい発想が生まれる。例えば、大企業の工場を誘致し、所得の大きな雇用を拡大
することだけが地域活性化ではない。所得が少なくても、恵まれた自然環境のもとで働きがいの
ある仕事を開拓することも、地域活性化に寄与する。（資料１６参照）こういう発想に立てば、一
次産業・食品産業などの地場産業地域産業やコミュニティ・ビジネスでの雇用も、大企業の雇用
と同じ価値を持ち、地方自治体の地域産業振興の対象は、企業だけではなく、ＮＰＯ、ボランティ
ア団体等もその対象となる。正規労働ばかりでなく高齢者、専業主婦、学生等を含む住民レベ
ルの経済活動も重要である。これらの人々が経済活動に参画すれば、それは域内総生産額の
拡大にも寄与する。

２．今後の地域活性化策
（１）政策の進め方

②新しい政策目標指標－ 「就業達成度」
今後、複数市町村圏単位で経済発展を図っていく上で、各地域における総生産額だけでなく、

以下に定義する「就業達成度」も指標に加えて、これらを複数市町村圏単位で検証することが必
要である。

大都市と地方では、不動産取得価格等のストック値にも差があり、住民の実質的な生活水準
は、フローの生産額、所得額だけでは対比できない。しかも、人間の満足度は、金銭的な所得を
得ることだけでなく、良い環境の下で働きがいのある仕事をすることや社会から評価される仕事
に就くことなどによっても達成される。良質な雇用機会に恵まれることを地域の活性化と捉えるこ
とが重要である。このため、就業率（６５歳以上の高齢者も含めた就業率。以下同じ。）に加え、
就業満足度をＤＩ値手法により指標化し、これらを総合して「就業達成度」として把握し、前年か
らの改善度や他地域との差を地域活性化の目標とするものである。（資料１５参照）

地方自治体の首長が地域の「就業達成度」を物差しとして地域間競争をすることになれば、地
域活性化に新しい発想が生まれる。例えば、大企業の工場を誘致し、所得の大きな雇用を拡大
することだけが地域活性化ではない。所得が少なくても、恵まれた自然環境のもとで働きがいの
ある仕事を開拓することも、地域活性化に寄与する。（資料１６参照）こういう発想に立てば、一
次産業・食品産業などの地場産業地域産業やコミュニティ・ビジネスでの雇用も、大企業の雇用
と同じ価値を持ち、地方自治体の地域産業振興の対象は、企業だけではなく、ＮＰＯ、ボランティ
ア団体等もその対象となる。正規労働ばかりでなく高齢者、専業主婦、学生等を含む住民レベ
ルの経済活動も重要である。これらの人々が経済活動に参画すれば、それは域内総生産額の
拡大にも寄与する。

審議会答申等審議会答申等③③

「地域活性化戦略」
（平成１８年５月１６日、少子高齢化時代の地域活性化検討委員会とりまとめ）

「地域活性化戦略」
（平成１８年５月１６日、少子高齢化時代の地域活性化検討委員会とりまとめ）
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